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市議会のデジタル化の取組状況 ① 

Ａ 全国 815 市中、全議員を対象としてタブレット端末を導入した市は
303 市（37.2%）[令和 2年末現在] 

全議員を対象としたタブレット端末の導入状況 
           (令和 2 年 12 月 31 日現在)(単位：市の数) 

人口段階別 
全議員を対象とするタブレット端末を 

導入している 

5 万人未満  
280  

80  
(28.6%)

5～10 万人未満 
250 

98  
(39.2%)

10～20 万人未満 
152 

64 
 (42.1%)

20～30 万人未満  
48 

21 
 (43.8%)

30～40 万人未満 
29 

15 
 (51.7%)

40～50 万人未満 
21 

10 
 (47.6%)

50 万人以上 
15 

8 
 (53.3%)

指定都市  
20  

7 
 (35.0%)

全市 
815 

303 
 (37.2%)

Ｂ 全国 815 市中、本会議場や委員会室にパソコン・タブレット端末の
全議員持ち込みが原則の市は 3割程度[令和 2年中] 

 本会議場・委員会室でのパソコン・タブレット端末の利用状況 

(令和 2年 1月 1日～令和 2 年 12 月 31 日)（単位：市の数） 

本会議場 委員会室 

全議員持ち込み

が原則 

希望する議員の

み持ち込み可 

全議員持ち込み

が原則 

希望する議員の

み持ち込み可 

パソコン 

全市 815 

7

(0.9%)

135

(16.6%)

8

(1.0%)

173

(21.2%)

タブレット端末

全市 815 

243

(29.8%)

130

(16.0%)

248

(30.4%)

165

(20.2%)

    出典：全国市議会議長会「令和 3年度市議会の活動に関する実態調査結果」 
                 （令和２年１月１日～令和２年１２月３１日） 
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市議会のデジタル化の取組状況 ② 

Ｃ 全国 815 市中、議会活動をオンラインで開催した市は 137 市
（16.8%）[令和 2年中] 

議会活動のオンライン開催状況 
    (令和 2年 1月 1日～令和 2年 12 月 31 日)(単位：市の数) 

人口段階別 委員会等をオンラインで開催した 

5 万人未満  
280  

28  
(10.0%)

5～10 万人未満 
250 

43  
(17.2%)

10～20 万人未満 
152 

38 
 (25.0%)

20～30 万人未満  
48 

10 
 (20.8%)

30～40 万人未満 
29 

6 
 (20.7%)

40～50 万人未満 
21 

6 
 (28.6%)

50 万人以上 
15 

2 
 (13.3%)

指定都市  
20 全市 

4 
 (20.0%)

全市  
815 

137 
 (16.8%)

オンラインで開催した議会活動の内容 
    （令和 2年 1月 1日～令和 2年 12 月 31 日現在、複数回答）（単位：市の数） 

人口段階別 委員会 
協議等の場（地
方自治法第 100
条第 12 項） 

委員会・協議等
の場以外の会議
（非公式含む） 

行政視察 その他 

5 万人未満  
28  

1
(3.6%)

4
(14.3%)

10
(35.7%)

5
(17.9%)

12
(42.9%)

5～10 万人未満 
43 

3
(7.0%)

4
(9.3%)

26
(60.5%)

3
(7.0%)

13
(30.2%)

10～20 万人未満 
38 

4
 (10.5%)

3
 (7.9%)

20
 (52.6%)

5
 (13.2%)

16
 (42.1%)

20～30 万人未満 
10 

0
 (0%)

1
 (10.0%)

3
 (30.0%)

5
 (50.0%)

3
 (30.0%)

30～40 万人未満 
6 

0
 (0%)

2
 (33.3%)

2
 (33.3%)

2
 (33.3%)

0
 (0%)

40～50 万人未満 
6 

0
 (0%)

0
 (0%)

5
 (83.3%)

3
 (50.0%)

2
 (33.3%)

50 万人以上 
2 

0
 (0%)

1
 (50.0%)

1
 (50.0%)

1
 (50.0%)

0
 (0%)

指定都市  
4  

0
 (0%)

0
 (0%)

3
 (15.0%)

0
 (0%)

1
 (5.0%)

全市  
137 

8
 (1.0%)

15
 (1.8%)

70
 (8.6%)

24
 (2.9%)

47
 (5.8%)

    出典：全国市議会議長会「令和 3年度市議会の活動に関する実態調査結果」 
                 （令和２年１月１日～令和２年１２月３１日） 
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統一地方選挙における女性の候補者・当選人の状況 

統一地方選挙における市議会議員選挙の女性の候補者及び当選人は

増加傾向にあるものの、いずれも 2割程度にとどまっている。 

〔女性候補者〕 

区分 

平成 19 年 平成 31 年 

総候補者数 

    人 

女性候補者数

      人 
割合％

総候補者数 

人 

女性候補者数

     人 
割合％ 

指定都市議 1,301 241 18.5 1,396 296 21.2 

市議 9,929 1,318 13.3 8,062 1,394 17.3 

特別区議 1,110 255 23.0 1,078 286 26.5 

合 計 12,340 1,814 14.7 10,536 1,976 18.8 

〔女性当選人〕 

区分 

平成 19 年 平成 31 年 

総当選人数 

人 

女性当選人数

     人 
割合％

総当選人数 

人 

女性当選人数

    人 
割合％ 

指定都市議 928 169 18.2 1,012 211 20.8 

市議 7,998 1,116 14.0 6,724 1,239 18.4 

特別区議 841 215 25.6 785 243 31.0 

合 計 9,767 1,500 15.4 8,521 1,693 19.9 

出典：総務省自治行政局選挙部「地方選挙結果調」 
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統一地方選挙における会社員の候補者・当選人の状況 

統一地方選挙における市議会議員選挙の会社員の候補者及び当選人

はいずれも２割を大きく下回っている。 

〔会社員候補者〕 

区分 

平成 19 年 平成 31 年 

総候補者数 

人 

会社員候補者数

        人 
割合％

総候補者数 

人 

会社員候補者数

人 
割合％

指定都市議 1,301 174 13.4 1,396 176 12.6 

市議 9,929 2,196 22.1 8,062 1,524 18.9 

特別区議 1,110 159 14.3 1,078 144 13.4 

合 計 12,340 2,529 20.5 10,536 1,844 17.5 

〔会社員当選人〕 

区分 

平成 19 年 平成 31 年 

総当選人数 

人 

会社員当選人数

        人 
割合％

総当選人数 

人 

会社員当選人数

        人 
割合％

指定都市議 928 95 10.2 1,012 90 8.9 

市議 7,998 1,703 21.3 6,724 1,224 18.2 

特別区議 841 90 10.7 785 72 9.2 

合 計 9,767 1,888 19.3 8,521 1,386 16.3 

出典：総務省自治行政局選挙部「地方選挙結果調」 
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